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(57) Abstract: A light source device i s provided which converts excitation light to light having a longer wavelength than the exci
tation light, and which emits the converted light. The light source device can emit light having a required wavelength with a high
degree of efficiency. The light source device comprises: an excitation light source which emits the excitation light; a wavelength
conversion member which comprises a wavelength conversion layer that i s formed on a translucent plate, that receives the excita
tion light ：from the excitation light source, and that emits light having a longer wavelength than the excitation light, the excitation
light fi m the excitation light source being input to one face o f the wavelength conversion layer; an optical reflecting member
which has an excitation light transmission window that transmits the excitation light and that i s provided on the side o f the one
face where the excitation light i s input i n the wavelength conversion member; and a filter member which i s provided on the side o f
the other face o f the wavelength conversion member, reflects the excitation light, and transmits the light having a longer wave
length.
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励 起 光 を 当 該 励 起 光 よ リ 波 長 の 長 い 長 波 長 光 に 変 換 し て 放 射 す る 光 源 装 置 に お い て 、 所 要 の 波 長 の 光

を 高 い 効 率 で 放 射 す る こ と が で き る 光 源 装 置 を 提 供 す る 。 本 発 明 の 光 源 装 置 は 、 励 起 光 を 放 射 す る 励

起 光 源 と 、 こ の 励 起 光 源 か ら の 励 起 光 を 受 け て 当 該 励 起 光 よ り 長 い 波 長 の 長 波 長 光 を 放 射 す る 波 長 変 換

層 が 透 光 板 上 に 形 成 さ れ て な リ 、 そ の 一 面 に 前 記 励 起 光 源 か ら の 励 起 光 が 入 射 さ れ る 波 長 変 換 部 材 と 、

こ の 波 長 変 換 部 材 に お け る 前 記 励 起 光 が 入 射 さ れ る 一 面 側 に 設 け ら れ た 、 当 該 励 起 光 を 透 過 す る 励 起 光

透 過 窓 を 有 す る 光 反 射 部 材 と 、 前 記 波 長 変 換 部 材 の 他 面 側 に 設 け ら れ た 、 前 記 励 起 光 を 反 射 し か つ 前 記

長 波 長 光 を 透 過 す る フ ィ ル タ 一 部 材 と を 備 え て な る こ と を 特 徴 と す る 。



明 細 書

発明の名称 ：光源装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、例えばプロジェクタ一装置の光源として好適に用いることがで

きる光源装置に関するものである。

背景技術

[0002] 従来、プロジェクタ一装置の光源としては、ショー トアーク型の高圧放電

ランプが用いられている。而 して、近年、発光ダイオー ドやレーザ一ダイ才

- ドなどの固体発光素子を光源として用いたプロジェクタ一装置が提案され

ている （特許文献 1参照。）。このような固体発光素子を用いたプロジェク

ター装置は、高電圧電源が不要であること、光源である固体発光素子の使用

寿命が長いこと、耐衝撃性が優れていることなどの点で、高圧放電ランプを

用いたプロジェクタ一装置と比較 して有利である。

然るに、上記のプロジェクタ一装置においては、それぞれ赤色、緑色およ

び青色の光を発する 3 種類の固体発光素子を用いることが必要となるため、

低コス ト化を図ることが困難となり、 しかも、安価で発光量の高い緑色光を

放射する固体発光素子がないため、プロジェクタ一装置として十分な発光量

が得られない、という問題がある。

[0003] このような問題を解決するため、励起光を放射する励起光源と、この励起

光源からの励起光を可視光に変換する蛍光体よりなる波長変換層がガラス板

上に形成されてなる波長変換部材とを備えてなる光源装置が提案されている

(特許文献 2 参照。）

このような光源装置によれば、波長変換層を構成する蛍光体の種類を選択

することにより、励起光源からの励起光を、赤色、緑色、青色の可視光に変

換することができるので、 3 種類の固体発光素子を用いることが不要であり

、また、発光量の高い緑色光を得ることができる。

[0004] しかしながら、このような光源装置においては、以下のような問題がある



波長変換部材における波長変換層は、 （1 ) バインダ一および蛍光体を含

有 してなる混合液をガラス板の表面に塗布 して乾燥 した後、例えば 6 5 0 ~

7 0 0 °Cの温度で焼結する方法、 （2 ) 金属アルコキシ ドおよび蛍光体を含

有するゾルをガラス板の表面に塗布 した後、加水分解 重縮合反応を行うこ

とによりゲル膜を形成 し、このゲル膜を焼成するゾルゲル法、 （3 ) 蛍光体

をガラス板の表面に蒸着する蒸着法、 （4 ) シリコーン樹脂等の透明樹脂中

に蛍光体が含有されてなる波長変換層用の成形体を作製 し、この成形体をガ

ラス板に接着する方法、などによって形成される。

[0005] 然るに、上記 （1 ) 乃至 （3 ) のいずれかの方法によって波長変換層を形

成する場合には、得 られる波長変換層はその厚みが小さいものであるため、

励起光源からの励起光の一部が波長変換層を透過 して しまい、その結果、高

い効率で所要の波長の光を放射することが困難である。

—方、上記 （4 ) の方法によって波長変換層を形成する場合には、厚みの

大きい波長変換層を得ることは可能であるが、波長変換層を形成する透明樹

脂は、励起光を受けることによってまたは励起光による熱によって、分解若

しくは劣化が生 じゃすいものであるため、より高い発光量が必要とされるプ

ロジェクタ一装置の光源装置に用いられる波長変換層としては不適である。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献1 ：特開 2 0 0 2 _ 2 6 8 1 4 0 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 4 _ 3 4 1 1 0 5 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0007] 本発明は、以上のような事情に基づいてなされたものであって、その目的

は、励起光を当該励起光より波長の長い長波長光に変換 して放射する光源装

置において、所要の波長の光を高い効率で放射することができる光源装置を



提供することにある。

課題を解決するための手段

[0008] 本発明の光源装置は、励起光を放射する励起光源と、

この励起光源からの励起光を受けて当該励起光より長い波長の長波長光を

放射する波長変換層が透光板上に形成されてなり、その一面に前記励起光源

からの励起光が入射される波長変換部材と、

この波長変換部材における前記励起光が入射される一面側に設けられた、

当該励起光を透過する励起光透過窓を有する光反射部材と、

前記波長変換部材の他面側に設けられた、前記励起光を反射 しかつ前記長

波長光を透過するフィルタ一部材と

を備えてなることを特徴とする。

[0009] また、本発明の光源装置は、励起光を放射する励起光源と、

この励起光源からの励起光を受けて当該励起光より長い波長の長波長光を

放射する波長変換層が透光板上に形成されてなり、その一面に前記励起光源

からの励起光が入射される波長変換部材と、

この波長変換部材における前記励起光が入射される一面側に設けられた、

当該励起光を透過する励起光透過窓を有する、当該励起光を反射 しかつ前記

長波長光を透過するフィルタ一部材と、

前記波長変換部材の他面側に設けられた光反射部材と

を備えてなることを特徴とする。

[001 0] 本発明の光源装置においては、前記波長変換層は、前記励起光を受けて放

射される長波長光が緑色光のものであることが好ましい。

また、前記励起光源からの励起光は、その光軸が前記波長変換部材の一面

の法線方向に対 して傾斜 した状態で当該波長変換部材の一面に入射されるこ

とが好ましく、前記波長変換部材の一面に入射される励起光の光軸と、当該

波長変換部材の一面の法線とのなす角が、 3 ~ 1 0 ° であることがより好ま

しい。

また、前記波長変換層は、ゾルケル法または蒸着法によって形成されてな



るものであることが好ましい。

発明の効果

[001 1] 本発明の光源装置によれば、励起光源から放射された励起光の一部が波長

変換層を透過 しても、当該励起光がフィルタ一部材または光反射部材によつ

て反射されることにより、波長変換層に再度入射されるので、励起光源から

の励起光を高い効率で長波長光に変換することができ、従 って、所要の波長

の光を高い効率で放射することができる。

図面の簡単な説明

[001 2 ] [ 図 1] 本発明の第 1 の実施の形態に係る光源装置の構成を示す説明図である。

[ 図2] 光反射部材の一例における構成を示す説明用断面図である。

[ 図3] 第 1 の実施の形態に係る光源装置における励起光および長波長光の状態

を示す説明図である。

[ 図4 ] 本発明の第 2 の実施の形態に係る光源装置の構成を示す説明図である。

[ 図5] 第 2 の実施の形態に係る光源装置における励起光および長波長光の状態

を示す説明図である。

[ 図6] 本発明の第 3 の実施の形態に係る光源装置の構成を示す説明図である。

[ 図7] 第 1 の実施の形態に係る光源装置の変形例の構成を示す説明図である。

[ 図8] 第 2 の実施の形態に係る光源装置の変形例の構成を示す説明図である。

[ 図9] その他の実施の形態に係る光源装置の構成を示す説明図である。

[ 図 10] 実施例に係る光源装置の構成を示す説明図である。

発明を実施するための形態

[001 3 ] 以下、本発明の光源装置の実施の形態について説明する。

〔第 1 の実施の形態〕

図 1 は、本発明の第 1 の実施の形態に係る光源装置の構成を示す説明図で

ある。 この光源装置は、励起光 L 1 を放射する励起光源 1 0 を有 し、 この励

起光源 1 0 の前方には、その一面 （図において左面）に励起光源 1 0 からの

励起光 L が入射される板状の波長変換部材 2 0 が設けられている。 この例

においては、励起光源 1 0 は、当該励起光源 1 0 から波長変換部材 2 0 に入



射 され る励起光 L の光軸 の方向が当該波長変換部材 2 0 の一面 に対 して垂

直 となるよう配置 されている。

[0014] この波長変換部材 2 0 は、透光板 2 2 上 に、励起光源 1 0 か らの励起光 L

1 を受 けて当該励起光 L よ り波長の長 い長波長光 L 2 を放射する蛍光体 よ

りなる波長変換層 2 が形成 されて構成 されている。 この波長変換層 2 の

表面 には、例 えばガラスよ りなる保護層 （図示省略）が設 け られていてもよ

し、。 また、 図示の例 では、波長変換部材 2 0 は、波長変換層 2 1 が励起光源

1 0 側 とは反対側 を向 くよう配置 されてお り、 これ によ り、波長変換層 2 1

が形成 されていない透光板 2 2 の表面が、 当該波長変換部材 2 0 における励

起光源 1 0 か らの励起光 L が入射 され る一面 とされている。

[001 5] 波長変換部材 2 0 における励起光源 1 0 か らの励起光 L が入射 され る一

面側 には、励起光源 1 0 か らの励起光 L を透過する励起光透過窓 3 を有

する板状若 しくは膜状 の光反射部材 3 0 が設 け られている。一方、波長変換

部材 2 0 の他面側 には、板状若 しくは膜状 の フィル タ一部材 4 0 が設 け られ

ている。

また、 図示の例 では、励起光源 1 0 と光反射部材 3 0 との間には、励起光

源 1 0 か ら放射 された励起光 L を集束するコ リメ一タ レンズ 1 5 が設 け ら

れている。

[001 6] 励起光源 1 0 と しては、発光 ダイオー ド、 レーザ一ダイオー ドな どの固体

発光素子 を用いることがで き、例 えば青色 レ一ザ一ダイオー ドを好適 に用い

ることがで きる

[001 7] 波長変換部材 2 0 における波長変換層 2 か ら放射 され る長波長光 L 2 は

、赤色光、緑色光 および青色光のいずれであ ってもよいが、緑色光が好 ま し

い。

波長変換層 2 を構成 する蛍光体 と しては、励起光源 1 0 か ら放射 され る

励起光 L の波長 および当該波長変換層 2 か ら放射 され る光の波長 に応 じ

て適宜選択することがで きるが、例 えば青色発光 ダイ才一 ドよ りなる励起光

源 1 0 か らの励起光 L を受 けて緑色光 を放射する波長変換層 2 を形成 す



る場合 には、化学 的 熱 的安定性 が高 く、湿度環境 や温環境 が変化 して も、

蛍光特性 の変化 が小 さ く、劣化 しに くい点で、 サ イア ロン緑色蛍光体 な ど

を用 いる ことが好 ま しい。

[001 8] また、波長変換層 2 1 の厚 み は、 5 0 ~ 1 0 0 m であ る ことが好 ま しい

。 この厚 みが過小であ る場合 には、励起光源 1 0 が波長変換層 2 を通過 す

る とき、 吸収 波長変換 され る確率 が低 くな り、励起光 L 1 が フ ィル タ一部

材 4 0 と光反射部材 3 0 との間で相互反射 を繰 り返 すため、波長変換層 2

か らの放射領域 が拡 が つて しまい、光源 と しての輝度 が低 下 して しまい、 プ

ロジ ェクタ一装置 と して十分 な光量 が得 られな くな って しまう。 一方、 この

厚 みが過大であ る場合 には、波長変換部材 2 0 が励起光 L による熱履歴 を

受 けた ときに、透光板 2 2 を構成 す る材料 と波長変換層 2 を構成 す る材料

との熱膨張率 の差 による応力が生 じる ことによ り、波長変換層 2 1 に クラ ッ

クが発生 し、 この クラ ックによ って波長変換層 2 が吸水 して発光特性 が低

下す るおそれがあ る。 また、 図 1 に示 す よ うな透過型 の構成 であ る場合 には

、波長変換部材 2 0 を透過 す る光 が少な くな るため、波長変換層 2 1 か ら放

射 され る長波長光 L 2 は光反射部材 3 0 と波長変換部材 2 0 との間で相互反

射 を繰 り返 す量 が多 くな り、光反射部材 3 0 や波長変換部材 2 0 での吸収量

が多 くな り、 や は り光源 と しての輝度 が低 下 して しまう。

[001 9] 波 長変換層 2 を形成 す る方法 と しては、バ イ ンダーおよび蛍光体 を含有

してな る混合液 を透光板 2 2 の表面 に塗布 して乾燥 した後、例 えば 6 5 0 ~

7 0 0 °C の温度 で焼結 す る方法 が一般 的であ るが、 蛍光体粒 子が表面 に露 出

してお り凹凸な散乱面 とな る。 また、 シ リコン樹脂 な どに分散 させ る方法 も

光学 的 に平坦 な表面 を得 る ことは難 しい。 このため、波長変換層 2 1 を形成

す る方法 と しては、金属 アル コキシ ドおよび蛍光体 を含有 す るゾル を透光板

2 2 の表面 に塗布 した後、加水分解 重縮合反応 を行 うことによ りゲル膜 を

形成 し、 このゲル膜 を焼成 す るゾル ゲル法、 蛍光体 を透光板 2 2 の表面 に蒸

着 す る蒸着法 な どが好適 であ る。 これ らの方法 によ って形成 された波長変換

層 2 1 は、光学 的 に平坦 な表面 を有 し、 その表面上 に直接、 フ ィル タ一部材



4 0 を形成することができるので好ま しい。 これにより、厚みが均一な波長

変換層 2 が得 られると共に、当該波長変換層 2 上に他の光学層を形成す

ることが可能 となる。

[0020] 透光板 2 2 と しては、励起光源 1 0 か ら放射される励起光 L および波長

変換層 2 か ら放射される長波長光 L 2 の両方を透過するもの、例えば石英

ガラスなどのガラスよりなるものを用いることができる。

また、透光板 2 2 の厚みは、サイズにもよるが、例えば 0 . 6 ~ 1 . 5 m

mである。基本的には、励起光 L 1 および長波長光 L 2 の相互反射による光

の広が りを抑えるためには、透光板 2 2 の厚みは、薄い方が好ま しい。

[0021 ] 光反射部材 3 0 と しては、励起光源 1 0 か ら放射される励起光 L および

波長変換層 2 か ら放射される長波長光 L 2 の両方を反射するものであれば

、特 に限定されず、銀、 アル ミニウムなどの高光反射性金属よりなるものを

用いることができるが、励起光源 1 0 と して青色 レーザ一ダイオー ドを用い

、波長変換層 2 1 と して緑色光を放射する蛍光体を用いる場合には、図 2 に

示すように、 T i 0 2 および S i 0 2 により構成 された、例えば 4 2 0 ~ 4 7

0 n m の波長域の青色光を反射する誘電体多層膜 3 O a と、 Τ ί 0 2 および S

1 0 2 により構成 された、例えば 4 9 0 5 6 0 n m の波長域の緑色光を反射

する誘電体多層膜 3 0 b との積層体よりなるものを用いることができる。

このような光反射部材 3 0 は、例えば蒸着法によって形成することができ

る。

また、光反射部材 3 0 は、波長変換部材 2 0 に一体的に設けられていても

、波長変換部材 2 0 とは別体に設けられていてもよい。

[0022] 光反射部材 3 0 の励起光透過窓 3 は、励起光 L を透過するものであれ

ば特 に限定されず、例えば開口によって形成 されていても、励起光 L 1 を透

過する材料によって形成 されていてもよいが、波長変換層 2 か ら放射され

る長波長光 L 2 を反射するものであることが好ま しい。具体的な例 を挙げる

と、例えば光反射部材 3 0 を、前述の青色光を反射する誘電体多層膜 3 0 a

と緑色光を反射する誘電体多層膜 3 0 b との積層体により構成する場合には



、図 2 に示すように、青色光を反射する誘電体多層膜 3 0 a に励起光透過窓

用の開口K を形成すると共に、緑色光を反射する誘電体多層膜 3 0 b として

青色光を透過するものを用いればよい。このような構成によれば波長変換層

から放射される長波長光 L 2 が、励起光透過窓 3 における誘電体多層

膜 3 0 b によって反射されるため、当該長波長光 L 2 が励起光透過窓 3 1 か

ら漏れることが防止され、従って、波長変換層 2 1 から放射される長波長光

L 2 について一層高い発光効率が得 られる。

[0023] フィルタ一部材 4 0 は、励起光源 1 0 から放射される励起光 L を反射 し

かつ波長変換層 2 から放射される長波長光 L 2 を透過するものである。

このフィルタ一部材 4 0 としては、 T i 0 2 およびS i 0 2 により構成され

た誘電体多層膜よりなるものを用いることができる。

このようなフィルター部材 4 0 は、例えば蒸着法によつて形成することが

できる。

また、フィルタ一部材 4 0 は、波長変換部材 2 0 に一体的に設けられてい

ても、波長変換部材 2 0 とは別体に設けられていてもよい。

[0024] 上記の光源装置においては、励起光源 1 0 から放射された励起光 L は、

コリメ一タレンズ 1 5 に集束された後、図 3 ( a ) に示すように、光反射部

材 3 0 の励起光透過窓 3 を介 して、波長変換部材 2 0 の一面 （図示の例で

は透光板 2 2 の一面）に入射される。 そして、励起光 L が波長変換部材

2 0 における波長変換層 2 に入射されることにより、当該波長変換層 2

から励起光 L より波長が長い長波長光 L 2 が放射される。この長波長光 L

2 のうち、フィルタ一部材 4 0 に向かって進む光は、当該フィルタ一部材 4

0 を介 して外部に放射され、光反射部材 3 0 に向かって進む光は、当該光反

射部材 3 0 によって反射された後、波長変換部材 2 0 およびフィルタ一部材

4 0 を介 して外部に放射される。

—方、波長変換層 2 1 を透過 した励起光 L 1 は、図 3 ( b ) に示すように

、フィルタ一部材 4 0 によって反射された後、波長変換層 2 1 に入射され、

これにより、当該波長変換層 2 1 から長波長光が放射され、更に、波長変換



層 2 を透過 した励起光 L は、光反射部材 3 0 によって反射された後、波

長変換層 2 1 に入射され、これにより、当該波長変換層 2 1 から長波長光が

放射される。

[0025] このような光源装置によれば、励起光源 1 0 から放射された励起光 L の

一部が波長変換層 2 を透過 しても、当該励起光 L がフィルタ一部材4 0

または光反射部材 3 0 によって反射されることにより、波長変換層 2 に再

度入射されるので、励起光 L を高い効率で長波長光 L 2 に変換することが

でき、従って、所要の波長の光を高い効率で放射することができる。

[0026] 〔第 2 の実施の形態〕

図4 は、本発明の第 2 の実施の形態に係る光源装置の構成を示す説明図で

ある。この光源装置は、励起光 L 1 を放射する励起光源 1 0 を有 し、この励

起光源 1 0 の前方には、その一面 （図において左面）に励起光源 1 0 からの

励起光 L が入射される板状の波長変換部材 2 0 が設けられている。励起光

源 1 0 は、当該励起光源 1 0 から波長変換部材 2 0 に入射される励起光 L

の光軸の方向が当該波長変換部材 2 0 の一面に対 して垂直となるよう配置さ

れている。

[0027] この波長変換部材 2 0 は、透光板 2 2 上に、励起光源 1 0 からの励起光 L

1 を受けて当該励起光 L より波長の長い長波長光 L 2 を放射する蛍光体よ

りなる波長変換層 2 が形成されて構成されている。この波長変換層 2 の

表面には、例えばガラスよりなる保護層 （図示省略）が設けられていてもよ

し、。また、図示の例では、波長変換部材 2 0 は、波長変換層 2 1 が、励起光

源 1 0 側とは反対側を向くよう配置されており、これにより、波長変換層 2

1 が形成されていない透光板 2 2 の表面が、当該波長変換部材 2 0 における

励起光源 1 0 からの励起光 L が入射される一面とされている。

[0028] 波長変換部材 2 0 における励起光源 1 0 からの励起光 L が入射される一

面側には、励起光源 1 0 からの励起光 L を透過する励起光透過窓4 を有

する、励起光源 1 0 から放射される励起光 L を反射 しかつ波長変換層 2

から放射される長波長光 L を透過する板状若 しくは膜状のフィルタ一部材



4 0 が設けられている。一方、波長変換部材 2 0 の他面側には、板状若 しく

は膜状の光反射部材 3 0 が設けられている。

また、図示の例では、励起光源 1 0 とフィルタ一部材 4 0 との間には、励

起光源 1 0 から放射された励起光 L 1 を集束するコリメ一タレンズ 1 5 が設

けられ、更に、このコリメ一タレンズ 1 5 とフィルタ一部材 4 0 との間には

、励起光源 1 0 からの励起光 L を透過 しかつ波長変換層 2 から放射され

る長波長光 L 2 を反射する板状の波長選択性ミラー4 5 が、波長変換部材 2

0 に対 して例えば4 5 度に傾斜 した状態で配置されている。

[0029] 励起光源 1 0 および波長変換部材 2 0 としては、第 1 の実施の形態に係る

光源装置と同様の構成のものを用いることができる。また、光反射部材 3 0

およびフィルタ一部材 4 0 を構成する材料としては、第 1 の実施の形態に係

る光源装置と同様のものを用いることができる。

フィルタ一部材 4 0 の励起光透過窓4 は、励起光 L を透過するもので

あれば特に限定されないが、波長変換層 2 から放射される長波長光 L 2 を

透過するものを用いることが好ましく、具体的には、例えば開口によって、

または、励起光 L および長波長光 L 2 の両方を透過する材料によって形成

することができる。

波長選択性ミラ一4 5 は、 Τ ί 0 2 およびS ί 0 2 により構成された誘電体

多層膜よりなるものを用いることができる。

[0030] 上記の光源装置においては、励起光源 1 0 から放射された励起光 L は、

コリメ一タレンズ 1 5 に集束され、更に波長選択性ミラ一4 5 を透過 した後

、図 5 ( a ) に示すように、フィルタ一部材 4 0 の励起光透過窓4 1 を介 し

て、波長変換部材 2 0 の一面 （図示の例では透光板 2 2 の一面）に入射され

る。

そして、励起光 L が波長変換部材 2 0 における波長変換層 2 に入射さ

れることにより、当該波長変換層 2 から励起光 L より波長が長い長波長

光 L 2 が放射される。この長波長光 L 2 のうち、フィルタ一部材 4 0 に向か

つて進む光は、当該フィルタ一部材 4 0 を透過 し、更に、波長選択性ミラ一



4 5 によって反射されることによって外部に放射され、光反射部材 3 0 に向

かって進む光は、当該光反射部材 3 0 によって反射された後、波長変換部材

2 0 およびフィルタ一部材 4 0 を透過 し、更に、波長選択性 ミラ一 4 5 によ

つて反射されることによって外部に放射される。

—方、波長変換層 2 1 を透過 した励起光 L 1 は、図 5 ( b ) に示すように

、光反射部材 3 0 によって反射された後、波長変換層 2 1 に入射され、 これ

により、当該波長変換層 2 1 か ら長波長光が放射され、更に、波長変換層 2

1 を透過 した励起光 L 1 は、 フィルタ一部材 4 0 によって反射された後、波

長変換層 2 1 に入射され、 これにより、当該波長変換層 2 1 か ら長波長光が

放射される。

[0031 ] このような光源装置によれば、励起光源 1 0 か ら放射された励起光 L の

一部が波長変換層 2 を透過 しても、当該励起光 L が光反射部材 3 0 また

はフィルタ一部材 4 0 によって反射されることにより、波長変換層 2 に再

度入射されるので、励起光源 1 0 か らの励起光 L を高い効率で長波長光 L

2 に変換することができ、従 って、所要の波長の光を高い効率で放射するこ

とができる。

[0032] 〔第 3 の実施の形態〕

図 6 は、本発明の第 3 の実施の形態に係る光源装置の構成を示す説明図で

ある。 この光源装置においては、励起光源 1 0 か らの励起光 L 1 の光軸が波

長変換部材 2 0 の一面の法線方向に対 して傾斜 した方向か ら当該波長変換部

材 2 0 の一面に入射されるよう、励起光源 1 0 が配置されており、それ以外

については、第 3 の実施の形態に係る光源装置は第 1 の実施の形態に係る光

源装置 と同様の構成である。

このような構成の光源装置においては、波長変換部材 2 0 の一面に入射さ

れる励起光 L 1 の光軸 と、波長変換部材 2 0 の一面の法線 とのなす角は、 3

~ 0 ° であることが好ま しい。

[0033] このような光源装置によれば、第 1 の実施の形態に係る光源装置 と同様の

効果が得 られると共に、以下の効果が得 られる。



すなわち、光反射部材 3 0 の励起光透過窓 3 を通過 した励起光 L が、

その光軸が波長変換部材 2 0 の一面の法線方向に対 して傾斜 した方向から当

該波長変換部材 2 0 の一面に入射されることにより、波長変換層 2 を透過

した励起光 L は、フィルタ一部材 4 0 によって反射されたときにはその反

射角が 0 ° より大きいものとなるため、フィルタ一部材 4 0 によって反射さ

れた励起光 L が再度波長変換層 2 を透過 したときに、光反射部材 3 0 の

励起光透過窓 3 から漏れることが防止または抑制されるので、一層高い発

光効率が得 られる。

[0034] 〔その他の実施の形態〕

以上、本発明の第 1 の実施の形態乃至第 3 の実施の形態に係る光学装置に

ついて説明 したが、本発明においては、これらの実施の形態に限定されず、

以下のような種々の変更を加えることが可能である。

例えば、第 1 の実施の形態および第 2 の実施の形態において、波長変換部

材 2 0 は、図 7 および図 8 に示すように、波長変換部材 2 0 は、波長変換層

2 1 が励起光源 1 0 側を向くよう配置され、これにより、当該波長変換層 2

1 の表面が励起光源からの励起光 L が入射される一面とされていてもよい

[0035] また、第 2 の実施の形態において、励起光源 1 0 は、当該励起光源 1 0 か

らの励起光 L の光軸が波長変換部材 2 0 の一面の法線方向に対 して傾斜 し

た方向から当該波長変換部材 2 0 の一面に入射されるよう配置されていても

よい。

このような構成によれば、第 3 の実施の形態に係る光源装置と同様の効果

、すなわち、波長変換層 2 を透過 した励起光 L は、光反射部材 3 0 によ

つて反射されたときにはその反射角が 0 ° より大きいものとなるため、光反

射部材 3 0 によって反射された励起光 L が再度波長変換層 2 を透過 した

ときに、フィルタ一部材 4 0 の励起光透過窓4 から漏れることが防止また

は抑制されるので、一層高い発光効率が得 られる。

[0036] また、図 9 に示すように、本発明の光源装置においては、複数の励起光源



o が設けられていてもよく、また、励起光源 1 0 が、当該励起光源 1 0 か

ら放射される励起光源 L の光軸が波長変換部材 2 0 の一面の法線方向と例

えば 9 0 ° に交差するよう配置されると共に、励起光源 1 0 から波長変換層

2 0 までの励起光 L の光路上に、励起光源 1 0 から放射された励起光 L

を波長変換部材 2 0 に向かって反射する光反射板 1 6 および当該光反射板 1

6 によって反射された励起光 L を集束する集束 レンズ 1 7 が設けられてい

てもよい。

実施例

[0037] 以下、本発明の具体的な実施例について説明するが、本発明はこれらに限

定されるものではない。

[0038] 〈 実施例 1 〉

図 1 0 に示す構成に従い、下記の条件により光源装置を作製 した。

励起光源 （1 0 ) :

励起光源 （1 0 ) として、 1W級青色 レーザ一ダイオー ド （ピーク波長が

4 4 5 n mのもの）を合計で 1 2 個配置 した。

波長変換部材 （2 0 ) ：

蛍光体としてメディアン径 D 50が 1 8 mの サイアロン粒子が分散されて

なるゾルを用い、ゾルゲル法によって、厚みが 0 . 8 m mの石英ガラスより

なる透光板 （2 2 ) 上に厚みが 5 5 mの波長変換層 （2 1 ) を形成 した後

、当該波長変換層 （2 1 ) の表面に対 して鏡面研磨を行うことにより、波長

変換部材 （2 0 ) を作製 した。

光反射部材 （3 0 ) ：

波長変換部材 （2 0 ) における波長変換層 （2 1 ) が形成されていない一

面に、銀を蒸着することにより、直径が 1 m mの円形の開口よりなる励起光

透過窓 （3 1 ) を有する厚みが 1 mの光反射部材 （3 0 ) を形成 した。

フィルタ一部材 （4 0 ) ：

波長変換部材 （2 0 ) における波長変換層 （2 1 ) の表面に、蒸着法によ

つて、 T i 0 2 およびS i 0 2 により構成された数十層の誘電体多層膜よりな



る厚みが 2 mのフィルタ一部材 （4 0 ) を形成 した。 このフィルタ一部材

( 4 0 ) は、当該 フィルタ一部材 （4 0 ) によって反射される光の波長領域

が 4 2 0 ~ 4 8 0 n mのものである。

[0039] 〈 実施例 2 〉

波長変換層 （2 1 ) の厚みを 9 5 m と したこと以外は実施例 1 に係 る光

源装置 と同様の構成の光源装置を作製 した。

[0040] 〈 比較例 1 〉

フィルタ一部材 （4 0 ) を形成 しなかったこと以外は実施例 1 に係 る光源

装置 と同様の構成の光源装置を作製 した。

[0041 ] 〈 比較例 2 >

フィルタ一部材 （4 0 ) を形成 しなかったこと以外は実施例 2 に係 る光源

装置 と同様の構成の光源装置を作製 した。

[0042] [ 光源装置の照度測定]

実施例 1 〜 2 および比較例 1 〜 2 に係 る光源装置の各々について、図 1 0

に示すように、光源装置の正面に照度計 （P ) を配置 して、当該光源装置か

ら出射される光の照度 を測定 した。 ここで、波長変換部材 （2 0 ) か ら照度

計 までの距離は 3 0 c mである。以上の結果を、比較例 1 に係 る光源装置に

よる照度 を 1 0 0 と したときの相対照度 と して下記表 1 に示す。

[0043] [ 表 1]

表 1 の結果か ら明 らかなように、実施例 1 および実施例 2 に係 る光源装置

によれば、比較例 1 および比較例 2 に係 る光源装置に比べて、励起光を高い



効率で長波長光 に変換することがで き、所要の波長の光 を高い効率で放射す

ることがで きることが確認 された。

符号の説明

0 励起光源

1 5 コ リメ一 タ レンズ

6 光反射板

集束 レンズ

0 波長変換部材

波長変換層

2 透光板

3 0 光反射部材

3 0 a , 3 0 誘電体多層膜

3 励起光透過窓

4 0 フ ィル タ一部材

4 励起光透過窓

4 5 波長選択性 ミラ一

K 開 口

L 励起光

L 長波長光

P 照度計



請求の範囲

[ 請求項 1 ] 励起光 を放射する励起光源 と、

この励起光源か らの励起光 を受けて当該励起光 よ り長い波長の長波

長光 を放射する波長変換層が透光板上 に形成 されてな り、 その一面 に

前記励起光源か らの励起光が入射 される波長変換部材 と、

この波長変換部材 における前記励起光が入射 される一面側 に設 け ら

れた、 当該励起光 を透過する励起光透過窓を有する光反射部材 と、

前記波長変換部材の他面側 に設 け られた、前記励起光 を反射 しかつ

前記長波長光 を透過するフィル タ一部材 と

を備 えてなることを特徴 とする光源装置。

[ 請求項 2 ] 励起光 を放射する励起光源 と、

この励起光源か らの励起光 を受けて当該励起光 よ り長い波長の長波

長光 を放射する波長変換層が透光板上 に形成 されてな り、 その一面 に

前記励起光源か らの励起光が入射 される波長変換部材 と、

この波長変換部材 における前記励起光が入射 される一面側 に設 け ら

れた、 当該励起光 を透過する励起光透過窓を有する、 当該励起光 を反

射 しかつ前記長波長光 を透過するフィル タ一部材 と、

前記波長変換部材の他面側 に設 け られた光反射部材 と

を備 えてなることを特徴 とする光源装置。

[ 請求項3] 前記波長変換層は、前記励起光 を受けて放射 される長波長光が緑色

光のものであることを特徴 とする請求項 1 または請求項 2 に記載の光

源装置。

[ 請求項4] 前記励起光源か らの励起光は、 その光軸が前記波長変換部材の一面

の法線方向に対 して傾斜 した状態で当該波長変換部材の一面 に入射 さ

れることを特徴 とする請求項 1 または請求項 2 に記載の光源装置。

[ 請求項 5] 前記波長変換部材の一面 に入射 される励起光の光軸 と、 当該波長変

換部材の一面の法線 とのなす角が、 3 ~ 1 0 ° であることを特徴 とす

る請求項 4 に記載の光源装置。



[ 請求項 6 ] 前記波長変換層は、 ゾルゲル法 または蒸着法 によって形成 されてな

るものであることを特徴 とする請求項 1 または請求項 2 に記載の光源

装置。
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